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平成26年度

事務事業調書

係 職員係
決裁者 山中詔雄

都築里美起案者
人事課課

基本研修事業 職員研修事務事業名

事業No

１ 事業概要

市の内部事務事業性質区分

6 市民が主役となる環境づくり
4 行政経営
2 組織体制・人事管理
3 職員の能力開発
1 職員の能力開発

総合計画体系

一般会計

10-5-15

無法定受託事務

関連する総合計画の施策

総合計画以外の計画

予算科目(款・項・目)

予算科目(会計)

有

直営

開 始

無

無陳情・市民要望

公約・議会答弁

実施期間

実施方法

根拠法令

平成元年度

委託先

地方公務員法第３９条「研修」

期 間終 了25年目経 過

２ 事業費(千円)、人員推移(人)

全体の奉仕者である公務員の責務を自覚し、市民に対して公正・公平な姿勢を培うとともに、主体的かつ効率
的に職務を遂行する能力の向上を図るため、階層別の一般研修、課題別の特別研修、職場研修、県研修セン
ター等への派遣研修を実施します。

事務事業の内容

誰(受益者)が求める成果
（目的）

公務の本質を理解し公正かつ能率的な業
務遂行が可能となります。

～になる

職員が

【Ｈ２２年度】クレーム対応力強化研修を新設しました。
【Ｈ２３年度】窓口業務従事職員向けに市民サービス向上研修を実施しました。
【Ｈ２４年度】キャリアデザイン研修（採用１２,１３年目）、パワーハラスメント防止研修（管理者）を実
施しました。
【Ｈ２５年度】採用後５、６年目の若手職員を対象に、民間企業派遣職員による業務の効率化と改善意識向
上のための研修を実施しました。また、再任用職員としての役割認識を高めるため、再任用職員研修を実施し
ました。新人事評価被評価者研修会を実施しました。

改善・対策の履歴

人事課予算分
人件費

（従事職員数）

職員人件費

受益者負担金

一般財源

その他(　　　)

市債

県支出金

国庫支出金

財
源
の
内
訳

財源計

総事業費

項　目

 0

 3,150

 0

 8,288

 0

 0

 0

 0

 8,288

 11,438

（実績）

平成23年度

 0

 3,150

 0

 7,798

 0

 0

 0

 0

 7,798

 10,948

（実績）

平成24年度

 0 0

 3,465 3,150

 0 0

 7,238 10,325

 0 0

 0 0

 0 0

 0 0

 7,238 10,325

 10,703 13,475

（実績）（予算）

平成25年度

 0

 4,095

 0

 10,647

 0

 0

 0

 0

 10,647

 14,742

（予算）

平成26年度

事業種別

(0.50) (0.50) (0.55)(0.50) (0.65)

1



３ 各活動にかかるコスト

受講者(人)

課長研修

受講者(人)

課長補佐研修

受講者(人)

新規採用職員前期研
修・体験研修

活動名
(活動内容)

指標名
(単位)

活動名
(活動内容)

指標名
(単位)

活動名
(活動内容)

指標名
(単位)

活
動
３

活
動
２

活
動
１

 42.00活動にかかるコスト

 840活動の総事業費

 20.00実績

 21.00見込

 61.38活動にかかるコスト

 982活動の総事業費

 16.00実績

 13.00見込

 24.99活動にかかるコスト

 1,824活動の総事業費

 73.00実績

 73.00見込

平成23年度年度

 48.04

 1,105

 23.00

 23.00

 32.33

 970

 30.00

 30.00

 30.00

 1,830

 61.00

 61.00

平成24年度

 43.78

 788

 18.00

 38.00

 81.83

 982

 12.00

 30.00

 29.03

 1,800

 62.00

 55.00

平成25年度

 20.00

 24.00

 52.00

平成26年度

４ 成果指標と実績の推移

 0.00

 0.00

指標名(単位)

新規採用職員研修の理解度(％)

目標成果指標値

管理者研修の受講率(％)
成
果
２

成
果
１

未達成

 95.20

 100.00

目標達成年度 達成達成状況

 100.00実績

 100.00目標

平成23年度年度 平成24年度

 100.00

 100.00

達成

 100.00

 100.00

達成 達成

 100.00

 100.00

達成

 100.00

 100.00

平成25年度

 100.00

 100.00

平成26年度

５ 成果１、２以外の成果
・民間企業派遣特別研修を、民間企業派遣職員を講師に、若手職員４８名を対象に実施し、民間企業の仕事の進め方を学ぶこ
とで業務の効率化と改善意識向上に資することができました。
・新人事評価制度被評価者研修を全人事評価対象職員向けに実施し、人事評価制度の趣旨と仕組みについて理解を深めてもら
うことで、人事評価と人材育成が円滑に機能する制度運用に資することができました。成

果

６ 各活動にかかるコストと成果の分析
内部の取組や外部要因が与えた影響、課題等

受講対象者数が変動するため、単位コストの管理は難しいところがあります。
課長研修については、危機管理研修（2日間）とメンタルヘルス研修（1日間）を隔年実施しており、コストに変動を生じて
います。

階層別研修の目的を明確にし、有能な講師の選定に努めることで、該当職員の受講意欲の増進と研修成果の向上に資するこ
とができました。

成
果

活
動
コ
ス
ト

７ 所属長の改善案

コスト・成果について、事業の分析を踏まえた具体的な改善案

人材育成基本方針に基づき、各階層別の役割を踏まえ、必要な能力の養成と行動変容に資するような研修の実施に絶えず努め
る必要があります。

８ 方向性

学習目標を明確化し、公務能率の向上を図るとともに、時代の変革に合わせ時々の行政課題を踏まえ
た効果的な研修を実施するよう努めます。

必要性、効率性、有効性を踏まえた事業の方向性

維持・継続

目標達成年度 目標成果指標値

目標

実績

達成状況

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

2
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平成26年度

事務事業調書

係 職員係
決裁者 山中詔雄

都築里美起案者
人事課課

能力開発研修事業 職員研修事務事業名

事業No

１ 事業概要

市の内部事務事業性質区分

6 市民が主役となる環境づくり
4 行政経営
2 組織体制・人事管理
3 職員の能力開発
1 職員の能力開発

総合計画体系

一般会計

10-5-15

無法定受託事務

関連する総合計画の施策

総合計画以外の計画

予算科目(款・項・目)

予算科目(会計)

有

直営

開 始

無

無陳情・市民要望

公約・議会答弁

実施期間

実施方法

根拠法令

平成元年度

委託先

地方公務員法第３９条「研修」

期 間終 了25年目経 過

２ 事業費(千円)、人員推移(人)

自立的な地域経営に資するよう、先見性や創造性を養い、市民との協働の視点で政策を立案・実行できる能
力の向上を図るため、政策課題研修、政策法務研修等を実施します。国・県並びに民間の研修専門機関が実
施する高度で専門的な研修に職員を派遣します。

事務事業の内容

誰(受益者)が求める成果
（目的）

市民の視点で高い政策形成能力を備え
た職員になります

～になる

職員が

・Ｈ１７　政策課題研修「政策決定プログラム」を開始しました。
・Ｈ２１　自治大学校　第３部課程（新時代・地域経営コースを追加）、アカデミーへの職員派遣を拡充しま
した。
・Ｈ２２　政策課題研修の指導講師の変更、年間カリキュラムの充実、企画政策課との連携強化しました。政
策法務研修の対象職員を係長級から主査へ変更しました。
・Ｈ２３　西三河７市町研修協議会の新任係長研修の対象職員を専門主査に前倒ししました。
・Ｈ２５　アカデミーや専門研修機関への派遣を拡充しました。

改善・対策の履歴

人事課予算分
人件費

（従事職員数）

職員人件費

受益者負担金

一般財源

その他(　　　)

市債

県支出金

国庫支出金

財
源
の
内
訳

財源計

総事業費

項　目

 0

 5,040

 0

 10,810

 0

 0

 0

 0

 10,810

 15,850

（実績）

平成23年度

 0

 5,040

 0

 9,821

 0

 0

 0

 0

 9,821

 14,861

（実績）

平成24年度

 0 0

 5,040 5,040

 0 0

 9,187 12,870

 0 0

 0 0

 0 0

 0 0

 9,187 12,870

 14,227 17,910

（実績）（予算）

平成25年度

 0

 5,670

 0

 10,670

 0

 0

 0

 0

 10,670

 16,340

（予算）

平成26年度

事業種別

(0.80) (0.80) (0.80)(0.80) (0.90)

1



３ 各活動にかかるコスト

受講者(人)

派遣研修

受講者(人)

先進地視察研修（８部研
修）

受講者(人)

政策課題研修活動名
(活動内容)

指標名
(単位)

活動名
(活動内容)

指標名
(単位)

活動名
(活動内容)

指標名
(単位)

活
動
３

活
動
２

活
動
１

 265.23活動にかかるコスト

 11,670活動の総事業費

 44.00実績

 54.00見込

 136.33活動にかかるコスト

 2,045活動の総事業費

 15.00実績

 15.00見込

 177.92活動にかかるコスト

 2,135活動の総事業費

 12.00実績

 12.00見込

平成23年度年度

 241.36

 10,620

 44.00

 53.00

 134.73

 2,021

 15.00

 15.00

 185.00

 2,220

 12.00

 12.00

平成24年度

 238.07

 9,999

 42.00

 58.00

 139.67

 2,095

 15.00

 15.00

 177.75

 2,133

 12.00

 12.00

平成25年度

 45.00

 20.00

 12.00

平成26年度

４ 成果指標と実績の推移

 0.00

 0.00

指標名(単位)

政策課題研修の貢献度(％)

目標成果指標値

派遣研修の受講率(％)
成
果
２

成
果
１

達成

 100.00

 100.00

目標達成年度 達成達成状況

 100.00実績

 100.00目標

平成23年度年度 平成24年度

 100.00

 100.00

達成

 100.00

 100.00

達成 達成

 100.00

 100.00

達成

 100.00

 100.00

平成25年度

 100.00

 100.00

平成26年度

５ 成果１、２以外の成果
・自治大学校、市町村・国際文化アカデミーには積極的に職員を派遣することにより、幹部職員養成や専門実務・政策形成能
力の向上に寄与しています。
・民間企業に派遣し民間の経営感覚と業務の進め方を学ぶことで、行財政運営能力の向上に資することができました。

成
果

６ 各活動にかかるコストと成果の分析
内部の取組や外部要因が与えた影響、課題等

・経費には旅費の占める割合が大きく、視察先や派遣先により変動を生じています。

・年間計画で予定していた研修、追加で参加した研修も含め、受講希望の全職員が予定通り受講することができました。

成
果

活
動
コ
ス
ト

７ 所属長の改善案

コスト・成果について、事業の分析を踏まえた具体的な改善案

・政策法務能力及び政策形成能力の向上は不可分一体の資質であり、地方分権改革の推進を担う自治体職員に今最も求められて
いる資質であることから、こうした能力開発につながる研修を今後も強化する必要があります。

８ 方向性

地方分権改革が進展する中で市の持続可能な成長を支える人材を育成する観点から、職員の政策形成
能力を磨くとともに、業務に関する専門性や柔軟な思考力を高められるよう内容を適宜見直しなが
ら継続的に本研修を実施します。

必要性、効率性、有効性を踏まえた事業の方向性

維持・継続

目標達成年度 目標成果指標値

目標

実績

達成状況

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

2
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平成26年度

事務事業調書

係 職員係
決裁者 山中詔雄

都築里美起案者
人事課課

自己啓発研修事業 職員研修事務事業名

事業No

１ 事業概要

市の内部事務事業性質区分

6 市民が主役となる環境づくり
4 行政経営
2 組織体制・人事管理
3 職員の能力開発
1 職員の能力開発

総合計画体系

一般会計

10-5-15

無法定受託事務

関連する総合計画の施策

総合計画以外の計画

予算科目(款・項・目)

予算科目(会計)

有

直営

開 始

無

無陳情・市民要望

公約・議会答弁

実施期間

実施方法

根拠法令

平成21年度

委託先

地方公務員法第３９条「研修」

期 間終 了5年目経 過

２ 事業費(千円)、人員推移(人)

意欲と情熱を持って職務に精励し、積極的に自己の能力開発を図るため、選択性の通信教育講座を開講すると
ともに、職員の自主的な学習を支援します。

事務事業の内容

誰(受益者)が求める成果
（目的）

自己研鑽を通して積極的に能力開発をす
る職員となります。

～になる

職員が

通信教育において、今日的な行政課題の多様化と職員の意識の変化に対応するよう研修コースを適宜見直して
います。
【平成２２年度】専用Ｗｅｂサイトによる講座内容の紹介を導入しました。
【平成２３年度】６月と９月の開講時期選択制を導入しました。

改善・対策の履歴

人事課予算分
人件費

（従事職員数）

職員人件費

受益者負担金

一般財源

その他(　　　)

市債

県支出金

国庫支出金

財
源
の
内
訳

財源計

総事業費

項　目

 0

 630

 0

 1,411

 0

 0

 0

 0

 1,411

 2,041

（実績）

平成23年度

 0

 630

 0

 1,453

 0

 0

 0

 0

 1,453

 2,083

（実績）

平成24年度

 0 0

 630 630

 0 0

 1,742 1,500

 0 0

 0 0

 0 0

 0 0

 1,742 1,500

 2,372 2,130

（実績）（予算）

平成25年度

 0

 630

 0

 1,500

 0

 0

 0

 0

 1,500

 2,130

（予算）

平成26年度

事業種別

(0.10) (0.10) (0.10)(0.10) (0.10)

1



３ 各活動にかかるコスト

支援数(件)

職員自己啓発支援

受講者(人)

通信教育

受講者(グループ)

自主研究グループ活動名
(活動内容)

指標名
(単位)

活動名
(活動内容)

指標名
(単位)

活動名
(活動内容)

指標名
(単位)

活
動
３

活
動
２

活
動
１

 11.07活動にかかるコスト

 166活動の総事業費

 15.00実績

 10.00見込

 22.42活動にかかるコスト

 1,547活動の総事業費

 69.00実績

 70.00見込

 82.00活動にかかるコスト

 328活動の総事業費

 4.00実績

 6.00見込

平成23年度年度

 28.58

 343

 12.00

 20.00

 18.72

 1,741

 93.00

 80.00

 0.00

 0

 0.00

 0.00

平成24年度

 23.88

 382

 16.00

 20.00

 17.77

 1,990

 112.00

 90.00

 0.00

 0

 0.00

 0.00

平成25年度

 20.00

 95.00

 0.00

平成26年度

４ 成果指標と実績の推移

 0.00

指標名(単位)

通信教育研修の受講者数(人)

目標成果指標値

成
果
２

成
果
１
目標達成年度 未達成達成状況

 69.00実績

 100.00目標

平成23年度年度 平成24年度

 80.00

 93.00

達成 達成

 112.00

 90.00

平成25年度

 95.00

平成26年度

５ 成果１、２以外の成果
職員の自主的な能力開発活動を促すため、職員自己啓発支援制度のＰＲ回数を増やしました。

成
果

６ 各活動にかかるコストと成果の分析
内部の取組や外部要因が与えた影響、課題等

受講者数の増により、単位コストは減少しています。

時代と職員のニーズに合致するよう、通信教育のコースを見直しました。

成
果

活
動
コ
ス
ト

７ 所属長の改善案

コスト・成果について、事業の分析を踏まえた具体的な改善案

多くの職員の自己啓発を促進するため、支援制度の対象となる具体的な講習会や検定などのＰＲに努めます。

８ 方向性

職員の資質の向上と能力開発のため、積極的な自主研究、自己啓発活動を継続して支援します。

必要性、効率性、有効性を踏まえた事業の方向性

維持・継続

目標達成年度 目標成果指標値

目標

実績

達成状況

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

2
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平成26年度

事務事業調書

係 職員係
決裁者 山中詔雄

都築里美起案者
人事課課

職員健康管理事業 職員研修事務事業名

事業No

１ 事業概要

市の内部事務事業性質区分

6 市民が主役となる環境づくり
4 行政経営
2 組織体制・人事管理
9 上記施策以外の施策
9 上記施策以外の施策

総合計画体系

一般会計

10-5-15

無法定受託事務

関連する総合計画の施策

総合計画以外の計画

予算科目(款・項・目)

予算科目(会計)

有

一部委託

開 始

無

無陳情・市民要望

公約・議会答弁

実施期間

実施方法

根拠法令

平成元年度

委託先

労働安全衛生法第１９条、第６６条

期 間終 了25年目経 過

民間企業

２ 事業費(千円)、人員推移(人)

職員の健康保持および体力増進のため、各種の健診（検診）検査と測定等を行い、疾病の早期発見・早期治
療に努めるほか、健康指導及び生活指導により健康の増進と体力の向上を図り、活気のある職場づくりを図り
ます。

事務事業の内容

誰(受益者)が求める成果
（目的）

自己の健康管理に努め、健康の保持増
進ができるようになります。

～になる

職員が

【平成２２年度】健康診断の申込み忘れ及び入力誤りを防ぐため、申込みシステムを改善しました。
人間ドック等健診結果において、要精密検査対象者に報告書提出の個人通知配布を実施しました。
【平成２３年度】こころの健康相談を平成２２年度の半日開催から終日開催にしました。
【平成２４年度】精密検査の受診報告をシステムでできるように改善しました。
【平成２５年度】精密検査の受診報告の項目に通院治療中を追加しました。改善・対策の履歴

人事課予算分
人件費

（従事職員数）

職員人件費

受益者負担金

一般財源

その他(　　　)

市債

県支出金

国庫支出金

財
源
の
内
訳

財源計

総事業費

項　目

 0

 4,410

 0

 14,460

 0

 0

 0

 0

 14,460

 18,870

（実績）

平成23年度

 0

 4,410

 0

 15,636

 0

 0

 0

 0

 15,636

 20,046

（実績）

平成24年度

 0 0

 4,410 4,410

 0 0

 16,267 20,229

 0 0

 0 0

 0 0

 0 0

 16,267 20,229

 20,677 24,639

（実績）（予算）

平成25年度

 0

 4,410

 0

 21,280

 0

 0

 0

 0

 21,280

 25,690

（予算）

平成26年度

事業種別

(0.70) (0.70) (0.70)(0.70) (0.70)
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３ 各活動にかかるコスト

受診者数(人)

生活習慣病予防健診

受診者数(人)

定期健康診断

受診者数(人)

人間ドック活動名
(活動内容)

指標名
(単位)

活動名
(活動内容)

指標名
(単位)

活動名
(活動内容)

指標名
(単位)

活
動
３

活
動
２

活
動
１

 13.44活動にかかるコスト

 3,428活動の総事業費

 255.00実績

 250.00見込

 8.96活動にかかるコスト

 2,410活動の総事業費

 269.00実績

 300.00見込

 11.95活動にかかるコスト

 8,783活動の総事業費

 735.00実績

 700.00見込

平成23年度年度

 11.40

 3,558

 312.00

 255.00

 9.89

 2,561

 259.00

 300.00

 13.25

 9,658

 729.00

 835.00

平成24年度

 11.22

 3,702

 330.00

 340.00

 7.27

 2,698

 371.00

 300.00

 13.03

 9,943

 763.00

 825.00

平成25年度

 340.00

 350.00

 760.00

平成26年度

４ 成果指標と実績の推移

 0.00

 0.00

指標名(単位)

健康診断受診率(％)

目標成果指標値

精密検査受診率(％)
成
果
２

成
果
１

未達成

 46.60

 100.00

目標達成年度 達成達成状況

 100.00実績

 100.00目標

平成23年度年度 平成24年度

 100.00

 100.00

達成

 100.00

 70.50

未達成 未達成

 75.90

 100.00

達成

 100.00

 100.00

平成25年度

 100.00

 100.00

平成26年度

５ 成果１、２以外の成果
こころの健康相談数が昨年度８９件から９２件に増加していますが、主に所属長からの相談が増加しています。

成
果

６ 各活動にかかるコストと成果の分析
内部の取組や外部要因が与えた影響、課題等

・定期健康診断および生活習慣病検診の受診者数に今まで含めていなかった臨時職員数を含めたため、コストが下がってい
ます。

・個人への受診勧奨を繰り返し実施することで、育児休業等で休業中の職員を除き、健康診断未受診者を無くしています。
・精密検査受診状況報告書の未提出者には、電話連絡にて受診状況を確認し報告書の提出を促しています。

成
果

活
動
コ
ス
ト

７ 所属長の改善案

コスト・成果について、事業の分析を踏まえた具体的な改善案

・職員の健康保持、体力増進を図るとともに、明るく活気のある職場づくりや職務能率の向上を図るためにも職員の健康管
理に努めなければなりません。生活習慣病の早期発見・早期治療に努めるためにも要精密検査等の受診率１００％を目指しま
す。
・メンタル不調の早期発見、早期対応に努めるため「こころの健康相談事業」継続実施します。

８ 方向性

要精密検査及び要二次検査の受診者、受診率を向上させるため、個人通知の強化やメンタルヘル
スに関する研修会や相談事業を継続して実施します。

必要性、効率性、有効性を踏まえた事業の方向性

維持・継続

目標達成年度 目標成果指標値

目標

実績

達成状況

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)
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